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1.  22年6月期の連結業績（平成21年7月1日～平成22年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年6月期 50,582 18.4 7,565 75.3 7,930 64.7 4,371 125.2
21年6月期 42,737 3.2 4,316 47.8 4,816 43.0 1,941 △30.6

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利
益率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年6月期 159.08 ― 10.4 14.1 15.0
21年6月期 68.89 ― 4.7 8.6 10.1

（参考） 持分法投資損益 22年6月期  ―百万円 21年6月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年6月期 57,100 42,758 74.9 1,560.60
21年6月期 55,604 41,435 74.5 1,485.18

（参考） 自己資本   22年6月期  42,758百万円 21年6月期  41,435百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年6月期 3,358 △6,584 △1,875 12,444
21年6月期 4,423 2,640 △2,007 17,550

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年6月期 ― 12.50 ― 17.50 30.00 841 43.5 2.0
22年6月期 ― 17.50 ― 22.50 40.00 1,095 25.1 2.6
23年6月期 

（予想）
― 18.00 ― 23.00 41.00 25.0

（注）22年6月期期末配当金の内訳 特別配当 2円50銭

3.  23年6月期の連結業績予想（平成22年7月1日～平成23年6月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

21,000 △0.4 2,800 0.4 2,950 1.5 1,750 13.9 63.87

通期 50,600 0.0 7,600 0.5 7,950 0.2 4,500 2.9 164.24



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は１４ページ【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】をご覧下さい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、３６ページ（１株当たり情報）をご覧下さい。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年6月期 29,102,590株 21年6月期 29,102,590株
② 期末自己株式数 22年6月期  1,703,512株 21年6月期  1,203,226株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年6月期の個別業績（平成21年7月1日～平成22年6月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年6月期 1,545 63.6 1,411 74.4 1,393 73.4 1,395 71.5
21年6月期 944 18.1 809 9.7 803 16.9 813 15.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年6月期 50.76 ―
21年6月期 28.85 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年6月期 40,703 39,382 96.8 1,437.36
21年6月期 40,586 39,866 98.2 1,428.94

（参考） 自己資本 22年6月期  39,382百万円 21年6月期  39,866百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報から得られた当社の判断によるものです。実際の業績は様々な要素によ
り上記記載の予想数値とは異なる結果となる可能性があることをご承知おき下さい。なお、業績予想に関する資料は添付資料の３ページをご覧下さい。 
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（当期の経営成績） 

当連結会計年度の建設業界におきましては、住宅、不動産市場の低迷や企業における設備投資の抑制

等により民間建設投資が依然低水準となっており、公共事業につきましても政権交代に伴う補正予算の

一部執行停止や公共事業費の縮減等、受注環境は極めて厳しい状況となりました。 

 このような状況のもと、当社グループの主力とする補修・補強・予防保全の分野におきましても、受

注競争は一層激化してまいりましたが、これまで蓄積してきた技術力と最適な経営資源の配分により総

力を挙げて受注獲得に努めてまいりました。この結果、受注高は48,785百万円（前年同期比11.2%

増）、売上高は50,582百万円（前年同期比18.4%増）となりました。 

 損益につきましては、採算重視の受注や工事施工の効率化及び原価管理の徹底等により営業利益は

7,565百万円（前年同期比75.3%増）、経常利益は7,930百万円（前年同期比64.7%増）となりました。当

期純利益につきましては、名古屋及び九州支店ビル等の建替えに伴う固定資産除却損138百万円及び保

有土地等の減損損失370百万円等、特別損失を計上したため、4,371百万円（前年同期比125.2%増）とな

りました。 

  

 なお、事業の種類別セグメントにおける受注実績と売上実績は次の通りです。 

 
（注)１ 当連結会計年度の土木建築工事業の売上実績には、会計処理の変更による工事進行基準売上高7,624百万円

が含まれています。 

２ 前連結会計年度の土木建築工事業の受注残高うち、施工高（当連結会計年度と同一の完成工事高の計上基準

を適用した場合の進行基準売上高相当額）は3,580百万円です。 

（次期の見通し） 

次期の見通しにつきましては、経済の先行きは依然不透明であり、また新政権下での予算執行につい

ての方向性も同様に不透明な状況であります。このような状況のもと、当社グループの得意とする耐震

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

受注実績 （単位：百万円）

区 分
前連結会計年度

（自 平成20年７月１日 
  至 平成21年６月30日)

当連結会計年度 
（自 平成21年７月１日 
  至 平成22年６月30日)

土木建築工事業 38,224 41,510（ ＋8.6%）

製品製造販売業 5,632 7,275（＋29.2%）

合 計 43,857 48,785（＋11.2%）

表中の百分率は、対前年増減率

売上実績 （単位：百万円）

区 分
前連結会計年度

（自 平成20年７月１日 
  至 平成21年６月30日)

当連結会計年度 
（自 平成21年７月１日 
  至 平成22年６月30日)

土木建築工事業(注１) 37,104 43,307（＋16.7%）

製品製造販売業 5,632 7,275（＋29.2%）

合 計 42,737 50,582（＋18.4%）

表中の百分率は、対前年増減率

受注残高 （単位：百万円）

区 分
前連結会計年度末

（自 平成20年７月１日 
  至 平成21年６月30日)

当連結会計年度末 
（自 平成21年７月１日 
  至 平成22年６月30日)

土木建築工事業(注２) 18,291 16,494（ △9.8%）

製品製造販売業 ― ―

合 計 18,291 16,494（ △9.8%）

表中の百分率は、対前年増減率
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補強・補修・予防保全工事及び学校等の公共施設の耐震化工事に対して積極的な受注活動に邁進する

とともに、採算性、効率性を考え業績の向上に努める所存です。 

 次期業績につきましては、売上高50,600百万円、営業利益7,600百万円、経常利益7,950百万円、当期

純利益4,500百万円を見込んでおります。 

（目標とする経営指標等の達成状況） 

工程管理及び原価管理の徹底を図った結果、工事消化の効率化ならびに生産性の向上等によって工事

利益率が改善し、当初目標としていた売上高営業利益率10%を大幅に上回る15.0%を達成することができ

ました。 

（資産、負債、純資産の状況） 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末より1,495百万円増加し、57,100百万円となりまし

た。主な要因は、完成工事未収入金及び有形固定資産の増加と未成工事支出金及び有価証券の減少によ

るものです。 

 当連結会計年度末の負債は、前連結会計年度末より171百万円増加し、14,341百万円となりました。

主な要因は、未払金（その他流動負債）の増加と未成工事受入金の減少によるものです。 

 当連結会計年度末の純資産は、前連結会計年度末より1,323百万円増加し、42,758百万円となりまし

た。主な要因は、自己株式の取得及び土地再評価差額金の増加による減少と当期純利益の計上によるも

のです。 

（キャッシュ・フローの状況） 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ5,105百万円減少し、

12,444百万円となりました。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローについては、主に税金等調整前当期純利

益の増加により、3,358百万円の資金の増加となりました。前期比では、1,064百万円の資金の減少とな

り、これは主に売上債権の増加によるもの△4,132百万円、投資有価証券評価損の減少によるもの△

1,862百万円及び税金等調整前当期純利益の増加によるもの＋4,456百万円です。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローについては、主に有価証券・投資有価証

券の取得及び有形固定資産の取得により、6,584百万円の資金の減少となりました。前期比では9,224百

万円の資金の減少となり、これは主に有価証券・投資有価証券の売却の減少によるもの△3,445百万

円、有形固定資産の取得によるもの△2,900百万円及び定期預金の払戻の減少によるもの△1,000百万円

です。 

(2) 財政状態に関する分析
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③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローについては、配当金の支払い及び自己株

式の取得により、1,875百万円の資金の減少となりました。前期比では131百万円の資金の増加となり、

これは主に、自己株式の取得の減少によるもの＋245百万円です。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

平成19年６月期までは、ショーボンド建設㈱の連結ベースの数値を記載しています。 

*各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しています。 

*株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しています。 

  

当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要課題としており、業績に連動した配当を安定的に行う

ことを基本方針としています。 

 当期の配当については、１株当たり年40円の配当（うち中間配当17円50銭）を実施することとしまし

た。また、次期配当については現時点で予想している業績となった場合、１株当たり年41円の配当（う

ち中間配当18円00銭）を実施する予定です。 

  

①公共工事への依存 

当社グループは、売上高に占める公共工事の割合が非常に高いので、国及び地方公共団体が発注

する公共事業が予想以上に削減された場合には、業績に影響を与える可能性があります。 

②法的規制 

当社グループの主たる事業である建設事業は、建設業法等の規制を受けており、法律の改正や法

的規制の新設により、業績に影響を与える可能性があります。 

③取引先の与信 

民間から工事を請負った時、発注者である取引先が工事代金受領前に信用不安に陥った場合、貸

倒が発生し業績に影響を与える可能性があります。 

④保有資産の価格変動 

当社グループは、株式及び事業用不動産等を保有しているので、今後時価が著しく下落した場合

には、減損の対象となり、業績に影響を与える可能性があります。 

  

  

平成18年６月期 平成19年６月期 平成20年６月期 平成21年６月期 平成22年６月期

自己資本比率(％) 76.6 74.9 74.8 74.5 74.9

時価ベースの自己資本比率
(％)

54.5 66.3 78.5 91.9 85.8

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(％)

― ― ― ― ―

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

― ― ― ― ―

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク
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当社グループは、当社及び連結子会社12社で構成され、当社は純粋持株会社として、当社グループの経

営戦略立案及び子会社の業務執行に関する管理を行い、連結子会社は土木建築工事業及び製品製造販売業

を主な内容としています。当社グループの事業に係る位置づけ及び事業のセグメントとの関連は次のとお

りです。 

  なお、事業の種類別セグメントと同一の区分です。 

[土木建築工事業] 

連結子会社であるショーボンド建設㈱他９社が営んでおります。 

[製品製造販売業] 

製品製造販売業のうち製造事業は連結子会社であるショーボンド化学㈱及びショーボンドカップリン

グ㈱が営んでいます。 

 ショーボンド化学㈱については、当社グループで施工する工事用材料の一部を製造し、また一部を外

部へ販売しています。 

 ショーボンドカップリング㈱は、メカニカル継手の製造販売を行っています。 

  

事業の系統図は次のとおりです。 

  

 

  

2. 企業集団の状況
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当社グループは、「コンクリート構造物の総合メンテナンス企業集団」で、補修・補強・予防保全分

野のリーダー企業として過去に建設された社会インフラを、良好な形で次世代に引き継ぐことにより、

社会への貢献を果たすことを経営目標としています。また、株主、お取引先、従業員をはじめとするす

べての方の信頼と期待に応えられる経営を目指しています。 

受注競争が激化する事業環境において、常に工事の生産性の向上及び効率化を図り、安定した収益を

確保する事により、営業利益及び当期純利益ともに、前年と比較して上回ることを目標としています。

当社グループ内の有機的連携を図り、グループ全体で総合力を発揮できる経営を目指しています。 

 具体的には、当社がグループの企業価値の最大化を目的として、経営戦略を策定するとともに、グル

ープ経営資源の最適配分および子会社の業務執行に関する管理機能を担います。 

 土木建築工事業については、中核子会社であるショーボンド建設㈱が、補修・補強・予防保全の工法

開発及び材料開発を行うと共に全国規模で工事施工を行います。また、その他の子会社を各地区（北日

本・首都圏・中部・近畿圏・中四国・九州）に配置し、ショーボンド建設㈱と連携を図ることにより、

グループ全体で社会インフラ全てをカバーする体制を整備しています。     

 製品製造販売業を担当する子会社は補修・補強・予防保全用材料の生産、販売を行っています。 

 このように当社クループは、グループ全体で補修・補強・予防保全の工法開発及び材料開発から工事

施工までを一貫して行える体制を構築しています。 

ここ数年間に地震等の災害が多発し、道路・橋梁・鉄道・建物等の補修補強の重要性が再認識される

とともに、アセットマネジメントとして予防保全についても官民共、従来以上に積極的な取り組みが始

まっています。当社グループにおいても、以前にも増して補修補強工法の開発・改良に努め、積極的な

営業活動を展開していきます。 

 また、今後10年から20年で、高度成長期に作られた橋梁・トンネル等が、次々と建設後50年を迎え、

その数も現在の数倍以上になるため、その維持・補修補強・更新需要が、ますます重要性を帯びてきま

す。当社グループは、長年培った補修補強技術のさらなる開発・改良を行うと共に、より一層の施工能

力、営業体制を強化し、収益機会の拡大に邁進する所存です。 

該当事項はありません。 

  

  

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題

(5) その他、会社の経営上重要な事項
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4.【連結財務諸表】 
(1)【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成22年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 7,154 7,040

受取手形・完成工事未収入金等 7,330 11,960

有価証券 12,187 10,460

未成工事支出金 3,138 92

その他のたな卸資産 ※１  562 ※１  631

繰延税金資産 184 39

その他 330 1,504

貸倒引当金 △89 △123

流動資産合計 30,799 31,604

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） ※２  2,891 ※２  3,804

機械・運搬具（純額） ※２  60 ※２  71

工具器具・備品（純額） ※２  162 ※２  166

土地 ※３  7,508 ※３  8,706

建設仮勘定 1 87

有形固定資産計 10,623 12,835

無形固定資産 65 59

投資その他の資産   

投資有価証券 8,982 8,870

繰延税金資産 2,205 2,053

再評価に係る繰延税金資産 ※３  1,200 ※３  －

その他 2,026 1,883

貸倒引当金 △298 △208

投資その他の資産計 14,117 12,599

固定資産合計 24,805 25,495

資産合計 55,604 57,100
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成22年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 7,916 7,967

未払法人税等 1,697 1,894

未成工事受入金 2,129 1,054

繰延税金負債 － 50

役員賞与引当金 49 44

完成工事補償引当金 30 29

その他 1,146 1,871

流動負債合計 12,970 12,912

固定負債   

繰延税金負債 0 0

退職給付引当金 915 1,136

役員退職慰労引当金 21 26

その他 262 265

固定負債合計 1,198 1,428

負債合計 14,169 14,341

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,000 5,000

資本剰余金 36,013 36,013

利益剰余金 4,326 7,833

自己株式 △1,932 △2,844

株主資本合計 43,407 46,002

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △199 △91

土地再評価差額金 ※３  △1,748 ※３  △3,121

為替換算調整勘定 △23 △30

評価・換算差額等合計 △1,971 △3,243

純資産合計 41,435 42,758

負債純資産合計 55,604 57,100
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(2)【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 42,737 50,582

売上原価 33,251 37,845

売上総利益 9,485 12,736

販売費及び一般管理費 ※１, ※２  5,168 ※１, ※２  5,170

営業利益 4,316 7,565

営業外収益   

受取利息配当金 274 －

受取利息 － 118

受取配当金 － 58

受取保険金 109 105

その他 144 119

営業外収益合計 528 402

営業外費用   

支払手数料 14 14

その他 15 23

営業外費用合計 29 37

経常利益 4,816 7,930

特別利益   

固定資産売却益 ※３  0 ※３  0

株式割当益 － 49

その他 － 0

特別利益合計 0 49

特別損失   

固定資産除却損 ※４  － ※４  138

減損損失 ※４  － ※５  370

投資有価証券評価損 1,880 －

投資有価証券売却損 － 67

その他 ※４  51 ※４  64

特別損失合計 1,932 639

税金等調整前当期純利益 2,883 7,340

法人税、住民税及び事業税 1,663 2,766

法人税等調整額 △720 202

法人税等合計 942 2,968

当期純利益 1,941 4,371
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 5,000 5,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,000 5,000

資本剰余金   

前期末残高 36,013 36,013

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 36,013 36,013

利益剰余金   

前期末残高 3,238 4,326

当期変動額   

剰余金の配当 △852 △967

当期純利益 1,941 4,371

土地再評価差額金の取崩 － 102

当期変動額合計 1,088 3,506

当期末残高 4,326 7,833

自己株式   

前期末残高 △775 △1,932

当期変動額   

自己株式の取得 △1,156 △911

当期変動額合計 △1,156 △911

当期末残高 △1,932 △2,844

株主資本合計   

前期末残高 43,475 43,407

当期変動額   

剰余金の配当 △852 △967

当期純利益 1,941 4,371

自己株式の取得 △1,156 △911

土地再評価差額金の取崩 － 102

当期変動額合計 △68 2,595

当期末残高 43,407 46,002
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 175 △199

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △375 107

当期変動額合計 △375 107

当期末残高 △199 △91

土地再評価差額金   

前期末残高 △1,748 △1,748

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △1,372

当期変動額合計 － △1,372

当期末残高 △1,748 △3,121

為替換算調整勘定   

前期末残高 △16 △23

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7 △6

当期変動額合計 △7 △6

当期末残高 △23 △30

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △1,589 △1,971

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △382 △1,271

当期変動額合計 △382 △1,271

当期末残高 △1,971 △3,243

純資産合計   

前期末残高 41,885 41,435

当期変動額   

剰余金の配当 △852 △967

当期純利益 1,941 4,371

自己株式の取得 △1,156 △911

土地再評価差額金の取崩 － 102

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △382 △1,271

当期変動額合計 △450 1,323

当期末残高 41,435 42,758
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,883 7,340

減価償却費 329 321

減損損失 9 370

固定資産売却損益（△は益） 0 △0

固定資産除却損 20 138

投資有価証券評価損益（△は益） 1,880 18

有価証券売却損益（△は益） △26 △12

投資有価証券売却損益（△は益） － 67

貸倒引当金の増減額（△は減少） 101 △55

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 9 △5

退職給付引当金の増減額（△は減少） △157 226

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △15 △1

工事損失引当金の増減額（△は減少） △18 －

受取利息及び受取配当金 △274 △177

売上債権の増減額（△は増加） △497 △4,629

未成工事支出金の増減額（△は増加） 1,235 3,045

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） 90 △68

その他の資産の増減額（△は増加） 12 86

仕入債務の増減額（△は減少） △383 176

未成工事受入金の増減額（△は減少） △179 △1,074

その他の負債の増減額（△は減少） 61 75

その他 △36 64

小計 5,046 5,905

利息及び配当金の受取額 283 169

法人税等の支払額 △906 △2,716

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,423 3,358

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △500

定期預金の払戻による収入 1,300 300

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △3,918 △4,279

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 5,380 1,934

金銭債権信託受益権の取得による支出 － △1,009

有形固定資産の取得による支出 △102 △3,002

有形固定資産の売却による収入 0 1

貸付けによる支出 △13 △6

貸付金の回収による収入 15 14

その他 △21 △36

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,640 △6,584

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △850 △964

自己株式の取得による支出 △1,156 △911

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,007 △1,875

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,052 △5,105

現金及び現金同等物の期首残高 12,497 17,550

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  17,550 ※１  12,444
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該当事項はありません。 

  

  

(5)【継続企業の前提に関する注記】

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

１ 連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しています。
連結子会社数  10社 
主要な連結子会社名 
 ショーボンド建設㈱ 
 ショーボンド化学㈱ 
 化工建設㈱ 
 ショーボンドカップリング㈱ 他 
 

同左
連結子会社数  12社 
主要な連結子会社 
 ショーボンド建設㈱ 
 ショーボンド化学㈱ 
 化工建設㈱ 
 ショーボンドカップリング㈱ 他 
なお、当連結会計年度において、下記
２社を設立し、連結子会社としまし
た。 
 北海道化工建設㈱ 
 中国化工建設㈱

２ 持分法の適用に関する事

項

当社は関連会社を有していないため、

該当する事項はありません。 

 

同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しています。 

 

同左

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 

 

(イ)有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

   決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定してい

ます。）

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

 

 

(イ)有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

   同左

  時価のないもの

   同左

(ロ)たな卸資産

 通常の販売目的で保有するたな卸資 

 産

 未成工事支出金 

  個別法による原価法 

 その他のたな卸資産 

  先入先出法による原価法

（収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

(会計方針の変更)

 当連結会計年度より、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計基

準第９号 平成18年７月５日公表分）

を適用しています。 

 この変更に伴う、当連結会計年度の

損益及びセグメントに与える影響はあ

りません。

(ロ)たな卸資産

 通常の販売目的で保有するたな卸資 

 産

  未成工事支出金

   同左

  その他のたな卸資産

   同左

――――――
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

(イ)有形固定資産(リース資産除く) 

  建物（建物附属設備除く）

  ａ 平成10年３月31日以前に取得

したもの

     旧定率法によっています。 

  ｂ 平成10年４月１日から平成19

年３月31日までに取得したも

の

     旧定額法によっています。 

  ｃ 平成19年４月１日以降に取得

したもの

     定額法によっています。

  建物以外

  ａ 平成19年３月31日以前に取得

したもの

     旧定率法によっています。

  ｂ 平成19年４月１日以降に取得

したもの

 定率法によっています。

なお、耐用年数及び償却率等につ

いては、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっています。

(ロ)無形固定資産(リース資産除く)

  定額法によっています。

  但し、ソフトウェア(自社利用分)

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法によ

っています。

――――――

 

 

(ハ)リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リー 

 ス取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額をゼロとして算定する方法によ

っています。 

 なお、リース取引開始日が適用初

年度前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理を引き続き採用しています。

(イ)有形固定資産（リース資産除く) 

  建物（建物附属設備除く）

   同左

  

   

 

  

 

 

 

  建物以外

   同左 

 

 

 

 

  

 

(ロ)無形固定資産（リース資産除く)

   同左

 

  

 

(ハ)繰延資産

 創立費については、支出時に全額費

用処理する方法を採用しています。

(ニ)リース資産

 同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

 (3) 重要な引当金の計上基

準

(イ)貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上していま

す。

(ロ)役員賞与引当金

  役員に対して支給する賞与の支出

に備えるため、支給見込額に基づき

計上しています。

(イ)貸倒引当金

  同左

(ロ)役員賞与引当金

  同左

(ハ)完成工事補償引当金

  完成工事に係る瑕疵担保の費用に

備えるため、過年度の実績を基礎

に、将来の補償見込額を加味して計

上しています。

(ニ)工事損失引当金

  受注工事に係る将来の損失に備え

るため、当連結会計年度末における

手持工事の損失見込額を計上してい

ます。

(ホ)退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しています。

  執行役員については、執行役員の

退職金内規に基づく連結会計年度末

要支給額を計上しています。

  数理計算上の差異については、各

連結会計年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(5

年)による定額法により、発生年度

から費用処理しています。

(ハ)完成工事補償引当金

  同左 

  

 

 

――――――

(ニ)退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しています。

  数理計算上の差異については、各

連結会計年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(5

年)による定額法により、発生年度

から費用処理しています。

（会計処理の変更）

  当連結会計年度から「退職給付に

係る会計基準」の一部改正（その

３）（企業会計基準第19号 平成20

年７月31日）を適用しています。な

お、従来の方法による割引率と同一

の割引率を使用することとなったた

め、当連結会計年度の連結財務諸表

及びセグメントに与える影響はあり

ません。 

 

(ヘ)役員退職慰労引当金

 連結子会社の一部について、役員の

退職慰労金の支給に備えるため、

「役員退職慰労金内規」に基づく連

結会計年度末要支給額を計上してい

ます。 

 

(ホ)役員退職慰労引当金

 同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

 (4) 重要な収益及び費用の

計上基準

―――――― 完成工事高の計上基準
 当連結会計年度に着手した工事契約

から当連結会計年度末までの進捗部
分について成果の確実性が認められ
る工事については工事進行基準（工
事の進捗率の見積りは原価比例法）
を、その他の工事については工事完
成基準を適用しています。

（会計処理の変更） 
 請負工事に係る収益の計上基準に
ついては、従来、長期大型工事（工
期１年超、かつ請負金額１億円以
上）については工事進行基準を、そ
の他の工事については工事完成基準
を適用していましたが、「工事契約
に関する会計基準」（企業会計基準
第15号 平成19年12月27日）及び
「工事契約に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第18
号 平成19年12月27日）を当連結会
計年度から適用し、当連結会計年度
に着手した工事契約から当連結会計
年度末までの進捗部分について成果
の確実性が認められる工事について
は工事進行基準（工事の進捗度の見
積りは原価比例法）を、その他の工
事については工事完成基準を適用し
ています。 
 なお、平成21年６月30日以前に着
手した工事契約のうち、長期大型工
事（工期１年超、かつ請負金額１億
円以上）については工事進行基準
を、その他の工事については工事完
成基準を引き続き適用しています。 
 これにより従来の方法によった場
合と比べ、売上高は7,624百万円増
加し、営業利益、経常利益及び税金
等調整前当期純利益はそれぞれ
1,297百万円増加しています。 
 なお、セグメント情報に与える影
響は、当該箇所に記載しています。

 (5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

(イ)収益の計上基準 

  完成工事高は、原則として工事完

成基準を採用していますが、工期が

１年を超え、かつ、契約金額が１億

円以上の工事については、工事進行

基準を採用しています。 

 なお、当連結会計年度における工

事進行基準による完成工事高は

4,080百万円です。

――――――

(ロ)消費税等の会計処理

  消費税等の会計処理は、税抜方式

によっています。

(ロ)消費税等の会計処理

  同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価

は全面時価評価法によっています。

  同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

６ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、要求払預金及び流動

性が高く、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３か月

以内に償還期限の到来する短期投資

からなっています。

  同左
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(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

【会計処理の変更】

前連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

（リース取引に関する会計基準等）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

いましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号 平成5年6月17日最終

改正平成19年3月30日 企業会計基準委員会）及び「リ

ース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第16号 平成6年1月18日 最終改正平成19年3

月30日 企業会計基準委員会）を適用しております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借 

取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用してお

ります。 

 この変更に伴う、当連結会計年度の損益及びセグメン

トに与える影響はありません。

――――――

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

―――――― （連結損益計算書）

 営業外収益の「受取利息配当金」は当連結会計年度

より「受取利息」、「受取配当金」に、それぞれ区分

して表示することとしました。なお、前連結会計年度

の「受取利息配当金」274百万円の内訳は、受取利息

213百万円、受取配当金60百万円です。

 前連結会計年度において特別損失の「その他」に含

めて表示していました「減損損失」は、特別損失の総

額の100分の10を超えたため、区分掲記しました。な

お、前連結会計年度において特別損失の「その他」に

含めて表示していた「減損損失」は9百万円です。

 前連結会計年度において特別損失の「その他」に含

めて表示していました「固定資産除却損」は、特別損

失の総額の100分の10を超えたため、区分掲記しまし

た。なお、前連結会計年度において特別損失の「その

他」に含めて表示していた「固定資産除却損」は20百

万円です。

 前連結会計年度において区分掲記していました「投

資有価証券評価損」は特別損失の総額の100分の10以

下となっため、特別損失の「その他」に含めて表示し

ています。なお、特別損失の「その他」に含めた「投

資有価証券評価損」は18百万円です。
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【追加情報】

前連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

（役員退職慰労引当金）

 連結子会社のショーボンド建設㈱は、従来、役員の

退職慰労金の支給に備えるため、「役員退職慰労金内

規」に基づく期末要支給額を計上していましたが、平

成20年９月19日開催の定時株主総会において役員退職

慰労金制度を廃止し、制度廃止日までの在任期間に対

応する役員退職慰労金を役員退任時に打切り支給する

ことを決議しました。これに伴い、同日までの在任期

間に応じた役員退職慰労引当金は全額取崩し、打切り

支給額の未払分249百万円を固定負債の「その他」に

計上しています。 

 なお、他の連結子会社については、役員の退職慰労

金の支給に備えるため、「役員退職慰労金内規」に基

づく当連結会計年度末要支給額を計上しています。

――――――

―――――― （賃貸等不動産関係）

 当連結会計年度から「賃貸等不動産の時価等の開示

に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年

11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23

号 平成20年11月28日）を適用しています。なお、賃

貸等不動産の総額に重要性が乏しいため注記を省略し

ています。
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(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成21年６月30日)

当連結会計年度 
(平成22年６月30日)

※１ その他のたな卸資産の内訳は次の通りです。 ※１ その他のたな卸資産の内訳は次の通りです。

 

商品及び製品 430百万円

仕掛品 94百万円

原材料及び貯蔵品 37百万円

 計 562百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額

                 8,469百万円

 

商品及び製品 484百万円

仕掛品 105百万円

原材料及び貯蔵品 41百万円

計 631百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額

                 8,015百万円

※３  当社子会社のショーボンド建設㈱は、土地の再

評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第

34号)及び土地の再評価に関する法律の一部を改

正する法律(平成11年３月31日改正)に基づき、事

業用の土地の再評価を行い、当該再評価差額に係

る税金相当額を「再評価に係る繰延税金資産」と

して資産の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上し

ています。 

 

・再評価の方法

 土地の再評価に関する法律施行令(平成10年

３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定め

る地価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定

する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地

の価額を算定するために国税庁長官が定めて公

表した方法により算定した価額に合理的な調整

を行って算出しています。

・再評価を行った年月日 平成12年６月30日

・再評価を行った土地

の当連結会計年度末

における時価と再評

価後の帳簿価額との

差額

△2,311百万円

※３  当社子会社のショーボンド建設㈱は、土地の再

評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第

34号)及び土地の再評価に関する法律の一部を改

正する法律(平成11年３月31日改正)に基づき、事

業用の土地の再評価を行い、「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しています。なお、

当該評価差額に係る税金相当額については、「再

評価に係る繰延税金資産」として計上していまし

たが、当連結会計年度において回収可能性を検討

した結果、繰延税金資産を取崩しています。

・再評価の方法

 土地の再評価に関する法律施行令(平成10年

３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定め

る地価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定

する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地

の価額を算定するために国税庁長官が定めて公

表した方法により算定した価額に合理的な調整

を行って算出しています。

・再評価を行った年月日 平成12年６月30日

・再評価を行った土地

の当連結会計年度末

における時価と再評

価後の帳簿価額との

差額

△2,577百万円

 ４  当社子会社のショーボンド建設㈱は、運転資金

の効率的な調達を行うため、取引銀行３行とシン

ジケート方式にて総額30億円のコミットメントラ

イン契約を締結しています。なお、当連結会計年

度末において当該契約に基づく資金調達は実行し

ていません。

 ４  当社子会社のショーボンド建設㈱は、運転資金

の効率的な調達を行うため、取引銀行２行とシン

ジケート方式にて総額30億円のコミットメントラ

イン契約を締結しています。なお、当連結会計年

度末において当該契約に基づく資金調達は実行し

ていません。
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な項目は次の通

りです。 

 

役員報酬及び従業員給料手当 2,482百万円

役員賞与引当金繰入額 49百万円

役員退職慰労引当金繰入額 7百万円

貸倒引当金繰入額 114百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な項目は次の通

りです。 

 

役員報酬及び従業員給料手当 2,414百万円

役員賞与引当金繰入額 44百万円

役員退職慰労引当金繰入額 7百万円

貸倒引当金繰入額 43百万円

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、330百万円

です。

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、296百万円

です。

※３ 固定資産売却益の内容は次の通りです。 ※３ 固定資産売却益の内容は次の通りです。

 

機械装置・運搬具 0百万円

工具器具・備品 0百万円

 計 0百万円

※４ 特別損失のその他に含めて表示している固定資産

除却損の内容は次の通りです。

 

機械装置・運搬具 0百万円

工具器具・備品 0百万円

計 0百万円

※４ 固定資産除却損の内容は次の通りです。

 

 

建物・構築物 9百万円

工具器具・備品 10百万円

その他 0百万円

 計 20百万円

※４ 特別損失のその他に含めて表示している固定資産

売却損の内容は次の通りです。

電話加入権 0百万円

 

建物・構築物 131百万円

機械・運搬具 2百万円

工具器具・備品 3百万円

計 138百万円

――――――
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前連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

 

※４ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産について減損損失を計上しています。

場所 用途 種類 金額

東京都 
江東区他

遊休資産 電話加入権 9百万円

   電話加入権のうち遊休資産となっているものにつ

いて、帳簿価額を回収可能見込額まで減額し、当該

減少額を減損損失として特別損失に計上しました。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しています。

 

※５ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産について減損損失を計上しています。

№ 場所 用途 種類 金額

1
大阪府
東大阪市

遊休資産
土地 
建物

257百万円

2
福岡県
北九州市

遊休資産 土地 30百万円

3
千葉県
千葉市

遊休資産 電話加入権 0百万円

4
兵庫県
神戸市

賃貸資産 土地 64百万円

5
愛知県
名古屋市

賃貸資産 建物 17百万円

 №1…継続的な地価の下落により減損損失を認識しま

した。回収可能価額は正味売却価額により測定し、

正味売却価額は不動産鑑定評価基準により算定して

います。

 №2…継続的な地価の下落により減損損失を認識しま

した。回収可能価額は正味売却価額により測定し、

正味売却価額は路線価により算定しています。

 №3…使用見込みがなく、遊休資産となっているもの

について減損損失を認識しました。回収可能価額は

正味売却価額により測定し、正味売却価額は市場価

額により算定しています。

 №4…賃貸価格の下落及び継続的な地価の下落により

減損損失を認識しました。回収可能価額は正味売却

価額により測定し、正味売却価額は路線価により算

定しています。

 №5…賃貸価格の下落により減損損失を認識しまし

た。回収可能価額は使用価値により測定し、将来キ

ャッシュ・フローを4.1％で割り引いて算定してい

ます。

（グルーピングの方法） 

遊休資産及び賃貸資産は個別物件単位でグルーピン

グしています。
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前連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

   
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 取締役会決議による自己株式の取得による増加  600,000株 

 単元未満株式の買取による増加           567株 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
（注）平成20年９月26日定時株主総会決議の配当金の総額は、連結子会社が所有する自己株式に係る配当金10百万円

を控除して記載しています。なお、控除前の金額は509百万円です。 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 29,102,590 － － 29,102,590

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 602,659 600,567 － 1,203,226

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年９月26日 
定時株主総会

普通株式 498 17.50 平成20年６月30日 平成20年９月29日

平成21年２月３日 
取締役会

普通株式 353 12.50 平成20年12月31日 平成21年３月23日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年９月29日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 488 17.50 平成21年６月30日 平成21年９月30日
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当連結会計年度(自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

   
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 取締役会決議による自己株式の取得による増加  500,000株 

 単元未満株式の買取による増加           286株 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
（注）配当金の内訳 平成22年２月９日取締役会 特別配当２円50銭 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
（注）配当金の内訳 特別配当２円50銭 

  

  

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 29,102,590 － － 29,102,590

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,203,226 500,286 － 1,703,512

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年９月29日 
定時株主総会

普通株式 488 17.50 平成21年６月30日 平成21年９月30日

平成22年２月９日 
取締役会

普通株式 479 17.50 平成21年12月31日 平成22年３月23日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年９月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 616 22.50 平成22年６月30日 平成22年９月29日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

 

(平成21年６月30日)

現金預金勘定 7,154百万円

有価証券勘定 12,187百万円

計 19,342百万円

取得日から償還日までの期間
が３か月を超える債券等

△1,792百万円

現金及び現金同等物 17,550百万円

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

 

(平成22年６月30日)

現金預金 7,040百万円

有価証券 10,460百万円

計 17,500百万円

預入期間が３カ月を超える定
期預金

△500百万円

取得日から償還日までの期間
が３か月を超える債券等

△4,555百万円

現金及び現金同等物 12,444百万円
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前連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

  

 
  

当連結会計年度(自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日) 

  

 
  

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

土木建築 
工事業 
(百万円)

製品製造
販売業 
(百万円)

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円)
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

37,104 5,632 42,737 ― 42,737

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 2,126 2,126 (2,126) ―

計 37,104 7,758 44,863 (2,126) 42,737

営業費用 34,050 6,606 40,656 (2,236) 38,420

営業利益 3,054 1,152 4,206 109 4,316

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 27,220 2,886 30,107 25,497 55,604

減価償却費 216 62 278 50 329

減損損失 8 1 9 ― 9

資本的支出 134 16 150 5 155

土木建築 
工事業 
(百万円)

製品製造
販売業 
(百万円)

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円)
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

43,307 7,275 50,582 ― 50,582

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 2,652 2,652 (2,652) ―

計 43,307 9,928 53,235 (2,652) 50,582

営業費用 37,682 8,122 45,805 (2,788) 43,016

営業利益 5,624 1,805 7,429 135 7,565

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 30,498 3,402 33,901 23,199 57,100

減価償却費 220 51 271 49 321

減損損失 370 ― 370 ― 370

資本的支出 2,860 52 2,912 120 3,033
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(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分に属する主要な事業の内容 

  土木建築工事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

  製品製造販売業：製品等の製造及びその販売に関する事業 

３ 前連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、運用資金(現金

及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等26,670百万円です。 

当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、運用資金(現金

及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等24,856百万円です。 

４ 会計処理基準等の変更 

  前連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

   「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から、「リース取引に関する会計基準」（企業会計

基準第13号 平成19年３月30日）を適用しています。 

 この変更に伴うセグメントに与える影響はありません。 

   「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度から、「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しています。 

 この変更に伴うセグメントに与える影響はありません。 

  当連結会計年度(自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日) 

   「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載の通り、当連結会計年度から「退職給付に係

る会計基準」の一部改正（その３）（企業会計基準第19号 平成20年７月31日）を適用しています。なお、

従来の方法による割引率と同一の割引率を使用することとなったため、当連結会計年度のセグメントに与え

る影響はありません。 

   「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載の通り、請負工事に係る収益の計上基準につ

いては、従来、長期大型工事（工期１年超、かつ請負金額１億円以上）については工事進行基準を、その他

の工事については工事完成基準を適用していましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15

号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平

成19年12月27日）を当連結会計年度から適用し、当連結会計年度に着手した工事契約から当連結会計年度末

までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗度の見積りは

原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しています。 

 なお、平成21年６月30日以前に着手した工事契約のうち、長期大型工事（工期１年超、かつ請負金額１億

円以上）については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を引き続き適用しています。 

 これにより従来の方法によった場合と比べ、「土木建築工事業」において、売上高は7,624百万円増加

し、営業利益は1,297百万円増加しています。 

  

  

  

前連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日)及び 

当連結会計年度(自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日) 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合が、

いずれも90%を超えているため、記載を省略しています。 

  

前連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日)及び 

当連結会計年度(自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日) 

 海外売上高が、連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略しています。 

  

前連結会計年度（自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日)及び 

当連結会計年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日) 

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略します。 

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高

(リース取引関係)
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当連結会計年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日) 

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略します。 

前連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日)及び 

当連結会計年度(自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日) 

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略します。 

  

  

(金融商品関係)

(関連当事者情報)
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(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成21年６月30日)

当連結会計年度 
(平成22年６月30日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

（繰延税金資産）

①流動資産

未払事業税 128百万円

完成工事補償引当金 12 〃

その他 42 〃

 計 184百万円

②固定資産

貸倒引当金 82百万円

退職給付引当金 374 〃

退職給付信託 401 〃

長期未払金 101 〃

投資有価証券評価損  983 〃

その他有価証券評価差額金 132 〃

繰越欠損金 182 〃

その他 127 〃

 計 2,386百万円

評価性引当額  △180 〃

 計 2,206百万円
繰延税金負債（固定）との 
相殺

 △0 〃

 計 2,205百万円

繰延税金資産合計 2,390百万円

（繰延税金負債）

①固定負債

その他有価証券評価差額金 △0百万円

その他  △0 〃

 計 △0百万円
繰延税金資産（固定）との 
相殺

0 〃

 計 △0百万円

繰延税金負債合計 △0百万円

差引：繰延税金資産純額 2,389百万円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

（繰延税金資産）

①流動資産

未払事業税 147百万円

貸倒引当金 19 〃

完成工事補償引当金 11 〃

その他 16 〃

 計 195百万円

繰延税金負債（流動）との 

相殺
△155 〃 

 計 39百万円

②固定資産

貸倒引当金 64百万円

退職給付引当金 464 〃

退職給付信託 289 〃

長期未払金 101 〃

投資有価証券評価損 625 〃

その他有価証券評価差額金 269 〃

繰越欠損金 37 〃

減損損失 93 〃

その他 112 〃

 計 2,058百万円

評価性引当額 △3 〃

 計 2,054百万円
繰延税金負債（固定）との 
相殺

 △0 〃

 計 2,053百万円

繰延税金資産合計 2,093百万円

（繰延税金負債）

①流動負債

その他有価証券評価差額金 △206百万円

 計 △206百万円
繰延税金資産（流動）との 
相殺

155 〃

 計 △50百万円

②固定負債

その他 △0百万円

 計 △0百万円

繰延税金資産（固定）との 

相殺
0 〃

 計 △0百万円

繰延税金負債合計 △50百万円

差引：繰延税金資産純額 2,043百万円
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前連結会計年度 
(平成21年６月30日)

当連結会計年度 
(平成22年６月30日)

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）

永久に損金に算入されない項目 1.4〃

永久に益金に算入されない項目 △0.6〃

住民税均等割等 2.5〃

未払法人税取崩額 △12.2〃

評価性引当額 0.2〃

その他 0.7〃

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率

32.7％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下で

あるため注記を省略しています。
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前連結会計年度（自 平成20年７月１日 至平成21年６月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額です。なお、当連結会計年度において、その他有価証券で時価の

ある株式及び債券について、1,880百万円の減損処理を行っています。 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

 
  

(有価証券関係)

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

①株式 1,198 1,693 495

②債券

社債 53 89 36

③その他 － － －

小計 1,251 1,782 531

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

①株式 1,060 889 △171

②債券

社債 4,438 4,414 △24

③その他 4,057 3,385 △671

小計 9,557 8,689 △867

合計 10,808 10,471 △336

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

1,016 26 －

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

マネー・マネージメント・ファンド 3,701

コマーシャルペーパー 6,994

種類 １年以内(百万円) １年超５年以内(百万円) ５年超10年以内(百万円)

債券

社債 1,492 3,011 －

その他 6,994 － －

合計 8,486 3,011 －
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当連結会計年度 

１ その他有価証券（平成22年６月30日） 

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

 

３ 減損処理を行った有価証券（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額です。なお、当連結会計年度において減損処理を行

い、投資有価証券評価損18百万円を計上しています。 

  

  

前連結会計年度(自 平成20年７月１日 至平成21年６月30日)及び 

当連結会計年度(自 平成21年７月１日 至平成22年６月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当する事項はありません。 

  

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

①株式 689 367 322

②債券

社債 4,843 4,242 601

③その他 252 251 1

小計 5,785 4,860 925

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

①株式 1,547 1,885 △337

②債券

社債 7,391 7,403 △11

③その他 4,601 5,333 △731

小計 13,541 14,622 △1,080

合計 19,327 19,482 △155

区分 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

債券 145 12 67

合計 145 12 67

(デリバティブ取引関係)
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前連結会計年度(自 平成20年７月１日 至平成21年６月30日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社グループは、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けています。また従

業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。なお、連結子会社のショーボンド建設㈱において退職

給付信託を設定しています。 

 上記制度のほか、当社グループは総合設立型の厚生年金基金に加入していますが、自社の拠出に対応する年金資

産の額が合理的に計算できないため、当該年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しています。なお、要

拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りです。 

①制度全体の積立状況に関する事項（平成20年３月31日現在） 

 
②制度全体に占める当社グループの給与総額割合（自 平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

                            5.04% 

③補足説明 

上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の未償却過去勤務債務残高△15,338百万円、繰越不足金△

7,420百万円及び資産評価調整加算額13,062百万円であり、本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年

の元利均等償却です。なお、上記②の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。 

２ 退職給付債務に関する事項（平成21年６月30日現在） 

 
  

３ 退職給付費用に関する事項（自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日） 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(退職給付関係)

年金資産の額 86,580百万円

年金財政計算上の給付債務の額 122,401百万円

 差引額 △35,820百万円

イ 退職給付債務 △4,892百万円

ロ 年金資産(退職給付信託を含む) 3,455

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △1,437

ニ 未認識数理計算上の差異 522

ホ 未認識過去勤務債務（債務の減額） －

ヘ 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △915

ト 前払年金費用 －

チ 退職給付引当金（ヘ－ト） △915

イ 勤務費用 279百万円

ロ 利息費用 104

ハ 期待運用収益 △41

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 131

ホ 過去勤務債務の費用処理額 －

ヘ 小計（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 472

ト 総合設立型厚生年金基金拠出額（会社負担額） 195

チ 退職給付費用（ヘ＋ト） 667

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0%

ハ 期待運用収益率 1.0%

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 ５年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数による定額法により、発生連結会計年度から費用処
理することとしています。）

ホ 数理計算上の差異の処理年数 ５年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数による定額法により、発生連結会計年度から費用処
理することとしています。）
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当連結会計年度(自 平成21年７月１日 至平成22年６月30日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社グループは、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けています。また従

業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。なお、連結子会社のショーボンド建設㈱において退職

給付信託を設定しています。 

 上記制度のほか、当社グループは総合設立型の厚生年金基金に加入していますが、自社の拠出に対応する年金資

産の額が合理的に計算できないため、当該年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しています。なお、要

拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りです。 

①制度全体の積立状況に関する事項（平成21年３月31日現在） 

 
②制度全体に占める当社グループの給与総額割合（自 平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

                            4.97% 

③補足説明 

上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の未償却過去勤務債務残高△16,175百万円、繰越不足金△

11,538百万円及び資産評価調整加算額△10,520百万円であり、本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20

年の元利均等償却です。なお、上記②の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。 

２ 退職給付債務に関する事項（平成22年６月30日現在） 

 
  

３ 退職給付費用に関する事項（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

年金資産の額 69,600百万円

年金財政計算上の給付債務の額 107,835百万円

 差引額 △38,235百万円

イ 退職給付債務 △4,889百万円

ロ 年金資産(退職給付信託を含む) 3,425

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △1,464

ニ 未認識数理計算上の差異 328

ホ 未認識過去勤務債務（債務の減額） －

ヘ 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △1,136

ト 前払年金費用 －

チ 退職給付引当金（ヘ－ト） △1,136

イ 勤務費用 295百万円

ロ 利息費用 97

ハ 期待運用収益 △34

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 129

ホ 過去勤務債務の費用処理額 －

ヘ 小計（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 488

ト 総合設立型厚生年金基金拠出額（会社負担額） 195

チ 退職給付費用（ヘ＋ト） 684

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0%

ハ 期待運用収益率 1.0%

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 ５年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数による定額法により、発生連結会計年度から費用処
理することとしています。）

ホ 数理計算上の差異の処理年数 ５年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数による定額法により、発生連結会計年度から費用処
理することとしています。）
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前連結会計年度（自 平成20年７月１日 至平成21年６月30日）及び 

 当連結会計年度（自 平成21年７月１日 至平成22年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度(自 平成20年７月１日 至平成21年６月30日) 

(共通支配下の取引等) 

１．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法定形式並びに取引の目的を含む取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容 

 
(2) 企業結合の法定形式 

ショーボンド建設㈱を分割会社、当社を承継会社とする吸収分割 

(3) 取引の目的を含む取引の概要 

持株会社体制の更なる整備のために、当社及びショーボンド建設㈱は、平成20年５月29日開催の取締

役会において、平成20年７月１日を効力発生日として、ショーボンド建設㈱が保有する上記３社の子会

社株式及び当社株式を会社分割により当社に承継することを決議し、同日付で吸収分割契約書を締結し

ました。当該吸収分割契約書に基づき、平成20年７月１日にこれを実行しました。 

２．実施した会計処理の概要 

本吸収分割は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 最終改正平成19

年11月15日）に基づき、共通支配下の取引等の会計処理を行っております。 

 なお、内部取引として消去しているため、当連結財務諸表に与える影響はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成21年７月１日 至平成22年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)

結合当事企業の名称 事業の内容

ショーボンド化学㈱ 合成樹脂接着剤の製造販売事業及び工事材料の仕入販売事業
ショーボンドカップリング㈱ 管継手製造販売事業
化工建設㈱ 民間インフラ市場における土木建築工事業
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 
  

 
  

２ １株当たり当期純利益 
  

 
  

(１株当たり情報)

前連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日)

当連結会計年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日)

１株当たり純資産額 1,485円18銭 １株当たり純資産額 1,560円60銭

１株当たり当期純利益 68円89銭 １株当たり当期純利益 159円08銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載していません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載していません。

項目
前連結会計年度末 

(平成21年６月30日)

当連結会計年度末

(平成22年６月30日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 41,435 42,758

普通株式に係る純資産額（百万円） 41,435 42,758

差額の主な内訳（百万円） ― ―

普通株式の発行済株式数（千株） 29,102 29,102

普通株式の自己株式数（千株） 1,203 1,703

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の
数（千株）

27,899 27,399

項目
前連結会計年度

(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

連結損益計算書上の当期純利益（百万円） 1,941 4,371

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,941 4,371

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（百万円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（千株） 28,177 27,482
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前連結会計年度(自 平成20年７月１日 至平成21年６月30日) 

（自己株式の取得について） 

当社は、平成21年８月５日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて

適用される同法第156条の規定に基づき、下記のとおり自己株式取得に係る事項を決議しました。 

１．自己株式の取得を行う理由 

  機動的な資本政策の遂行を可能とするためです。 

２．取得に係る事項の内容 

 
  

当連結会計年度(自 平成21年７月１日 至平成22年６月30日) 

該当事項はありません 

  

(重要な後発事象)

(1)取得対象株式の種類 当社普通株式

(2)取得しうる株式の総数 50万株（上限）

（発行済み株式総数（自己株式を除く）に対する割合 1.8%)

(3)株式の取得価額の総額 10億円（上限）

(4)取得の期間 平成21年８月10日～平成21年９月30日までとする。
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5.【個別財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年６月30日) 

当事業年度 
(平成22年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 8 11

繰延税金資産 13 9

その他 171 288

流動資産合計 192 309

固定資産   

投資その他の資産   

関係会社株式 40,394 40,394

投資その他の資産計 40,394 40,394

固定資産合計 40,394 40,394

資産合計 40,586 40,703

負債の部   

流動負債   

短期借入金 693 －

未払金 11 16

その他 6 10

流動負債合計 710 26

固定負債   

長期借入金 － 1,294

繰延税金負債 9 －

固定負債合計 9 1,294

負債合計 720 1,321

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,000 5,000

資本剰余金   

資本準備金 1,250 1,250

その他資本剰余金 34,895 34,895

資本剰余金合計 36,145 36,145

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 653 1,081

利益剰余金合計 653 1,081

自己株式 △1,932 △2,844

株主資本合計 39,866 39,382

純資産合計 39,866 39,382

負債純資産合計 40,586 40,703
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(2)【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業収益   

受取配当金 800 1,401

経営管理料 144 144

営業収入合計 944 1,545

営業費用   

役員報酬 38 45

従業員給料及び手当 23 27

支払手数料 39 32

その他 33 27

営業費用合計 135 133

営業利益 809 1,411

営業外収益   

受取利息 1 0

その他 0 0

営業外収益合計 2 0

営業外費用   

支払利息 4 16

その他 3 1

営業外費用合計 7 18

経常利益 803 1,393

特別利益   

抱合せ株式消滅差益 24 －

特別利益合計 24 －

税引前当期純利益 827 1,393

法人税、住民税及び事業税 1 4

法人税等調整額 13 △6

法人税等合計 14 △1

当期純利益 813 1,395
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 5,000 5,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,000 5,000

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,250 1,250

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,250 1,250

その他資本剰余金   

前期末残高 34,895 34,895

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 34,895 34,895

資本剰余金合計   

前期末残高 36,145 36,145

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 36,145 36,145

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 703 653

当期変動額   

剰余金の配当 △863 △967

当期純利益 813 1,395

当期変動額合計 △49 427

当期末残高 653 1,081

利益剰余金合計   

前期末残高 703 653

当期変動額   

剰余金の配当 △863 △967

当期純利益 813 1,395

当期変動額合計 △49 427

当期末残高 653 1,081
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

自己株式   

前期末残高 △0 △1,932

当期変動額   

自己株式の取得 △1,932 △911

当期変動額合計 △1,932 △911

当期末残高 △1,932 △2,844

株主資本合計   

前期末残高 41,848 39,866

当期変動額   

剰余金の配当 △863 △967

当期純利益 813 1,395

自己株式の取得 △1,932 △911

当期変動額合計 △1,981 △484

当期末残高 39,866 39,382

純資産合計   

前期末残高 41,848 39,866

当期変動額   

剰余金の配当 △863 △967

当期純利益 813 1,395

自己株式の取得 △1,932 △911

当期変動額合計 △1,981 △484

当期末残高 39,866 39,382

ショーボンドホールディングス㈱ (1414) 平成22年6月期 決算短信

―41―


